
事務事業評価シート（事前評価）
事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

年度 （ ）

目標 年度

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

目標 年度

目標 年度

環2-2 ごみ対策の推進

評
価
指
標
の
設
定
二
次

できるだけごみを出さないという意識づくりや、ごみ減量化への取組を通して、
環境負荷の少ない循環型社会の構築をめざします。

7-4-1 レジ袋削減への取組

国：環境にやさしい買い物キャンペーン、都：マイ・バッグ・キャンペーン
民間：レジ袋の有料化

《指標の説明　など》
　市内の販売店90店舗や公共施設等への掲示を目標とする。
　目標値について、現時点では毎年度同じになっているが、平成21年度に行動計画を作成する中で翌年度以降を検討していく。

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

　平成20年度に、市民4,000人を対象として実施した「家庭ごみ３事業実施後の市民アンケート調査結果」によると、
ごみの減量やリサイクルの推進に当たって、「ごみを出さない商品、リサイクルしやすい商品の製造・販売」、「過剰包
装の廃止」など企業の取り組みを重要と考える意見が多くなっている。また、今後の市の取り組みについては、「ごみ
処理の効率化による経費の削減」などをはじめ、「市民一人ひとりが取り組めるごみの減量方法などの情報提供」に
ついても期待されている。

事業実施上における制約や
財源確保等

特になし

代替・類似サービスの有無

実績値

目標値

6

一
次

目標値 枚

実績値

800 800 800

②イベント等の実施 目標値 日 2 2 2

ポスターの掲示

2,400目標値 枚 800 800

《指標の説明　など》
　目標値について、現時点では毎年度同じになっているが、平成21年度に行動計画を作成する中で翌年度以降を検討していく。

成果指標 単位 21年度 22年度 23年度

3,113

ポスターの作成 千円 4 4 4 1

千円 3,113 3,113 3,113

23年度

①ポスターの作成 800

活動等指標 単位 21年度 22年度

0.37

3,0213,021 3,021

0.37 0.37

92 92 92 92

92

内
訳

3,021

22年度 23年度

千円

92 92 92

実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 21年度

人 0.37

千円

千円

生活環境部　ごみ減量推進課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　リデュース（廃棄物の発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再資源化）の３Rを推進するため、事業者と協力して、市民
にごみの減量と環境に配慮したライフスタイルの普及啓発を行うことで、生活と産業のあり方を見直し、地域に適した循環型社
会の実現を目指す。

事業内容・実施方法等　

レジ袋等の容器包装を使って市民に商品を販売する事業者と協力して、マイバッグ持参運動を促進し、大半がごみとして捨てられてしまうポリエチレ
ン製レジ袋の削減を行い、原料である石油資源の節約とごみ減量による二酸化炭素排出量の削減を図る。
・３R推進ポスター等を作製し、事業者と調整を行ったうえで、市内の販売店90店舗や公共施設等に掲示する。
・広報西東京及びホームページ、ごみ減量推進課発行の広報紙へ、レジ袋削減によるごみ減量等への効果、買物袋持参等のごみ減量のための方
法などを掲載する。
・キャンペーンを西東京市民まつりに併せ実施し、ごみの減量・資源化の大切さとレジ袋削減とマイバッグ推進を働きかけて行く。

事業開始時期 平成21

法律
条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  有

  無

直営 委託 補助 その他



事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

【一次評価】

Ｃ

【二次評価】

Ｃ

【行革本部評価】

事業の
必要性

事業の優先
度（緊急性）

2

検証項目 ランク

環2-2 ごみ対策の推進
できるだけごみを出さないという意識づくりや、ごみ減量化への取組を通して、
環境負荷の少ない循環型社会の構築をめざします。

7-4-1 レジ袋削減への取組 生活環境部　ごみ減量推進課

3

Ａ

Ｂ

Ａ

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業主体
の妥当性

Ｂ

行革本部評価 評価の判断理由及び事業化する上での課題等

　ごみ減量や資源化を推進するうえでは、レジ袋削減への取り組みを市内事業者と協力して市民に働きかける本事
業は重要であると考える。
　事業実施にあたっては、レジ袋削減に関する実態調査を踏まえて行動計画を作成し、効率的な実施方法を検討
されたい。

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

○検証項目、評価の判断理由
○事業化する上での課題等

2
　レジ袋削減については、石油資源の節約と二酸化
炭素排出量の削減を図ると共に、市民への資源に対
する啓発活動の一環として重要な役割を担うもので、
事業実施の必要性はある。
　特に大型店舗等においては、レジ袋を必要としない
場合は値引きをするなどにより一定の効果を上げてい
るものの、コンビニ等小売店などでは更に啓発活動が
必要であると思われる。
　事業の内容については、市民啓発用ポスター作製
による市内販売店への掲示、広報西東京・ホーム
ページ掲載、イベント開催等となっているが、ポスター
掲示については、市民が目に留め、効果が上がるよう
な場所の提供を販売店にお願いする必要があると思
われる。
　また、計画では、3ヵ年同じ予算でポスターの作成、
掲示、イベント等の実施となっているが、今年度の実
施状況を検証するとともに、レジ袋削減に係る実態調
査や行動計画の策定を検討することで、より効果的な
啓発方法を検討すべきであると考える。

2

2

2

3

2

二次評価検証項目 ランク

2

3

市民ニーズ
の把握

受益者負担
の適切さ

事業内容等
の適切さ

　市民アンケートの結果によると、市民のごみの
減量やリサイクル、過剰包装の廃止に対する市
民ニーズが高まっており、レジ袋削減を目指す
本事業の優先度、必要性は高い。
　レジ袋の削減には、事業者側のレジ袋を提供
しない努力と、市民のなるべくレジ袋を貰わない
努力の双方が必要であり、循環型社会の実現に
向けて、市民と事業者に働きかけることで、持続
可能な取り組みとしていくことが市の役割であると
考える。

　事業実施にあたっては、実態調査によりレジ袋
削減効果及び市民への普及度合いの把握をし、
成果を明確にしたうえで、計画的に進める必要
がある。

　

3

3

3

3

一次評価
○検証項目、評価の判断理由
○事業化する上での課題等
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事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービス
の相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービス
の相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

事業化

実施を延期

計画を中止

事業化

実施を延期

抜本的見直し

計画を中止

事業化

実施を延期

抜本的見直し

計画を中止

抜本的見直し


